

























































更正処分の適法性が争点とされた事例に東京地裁平成 24 年 2 月 28 日判決
（税資 262 号順号 11892）がある。同地裁は、「法人税法上、内国法人の各
事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額
は、別段の定めがあるものを除き、資本等取引以外の取引に係る当該事業





































































































































































































































































































































































































































ジュリ 828 号 244 頁、田中久夫「判批」税務事例 19 巻 4 号 2 頁、有本恒夫
「判批」税弘 32 巻 6 号 137 頁、永田学「判批」税通 39 巻 13 号 230 頁など参
照。この判断は、控訴審福岡高裁昭和 60 年 4 月 24 日判決（税資 145 号 193
頁）及び上告審最高裁昭和 61 年 10 月 9 日第一小法廷判決（税資 154 号 8
頁）においても維持されている。 




税法〔第 21 版〕』312 頁（弘文堂 2016））。最高裁平成 7 年 12 月 19 日第三小
法廷判決（民集 49 巻 10 号 3121 頁）、宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決（行






（82）  判例評釈として、泉名正男「判批」税務事例 45 巻 7 号 22 頁参照。
（83）  この判断は、控訴審東京高裁平成 23 年 3 月 30 日判決（税資 261 号順号
11657）でも維持されている（判例評釈として、田島秀則「判批」ジュリ
1463 号 119 頁参照）。なお、最高裁平成 24 年 8 月 15 日第一小法廷決定（税
資 262 号順号 12021）において不受理とされている。
（84）  原審は後述する東京地裁昭和 54 年 3 月 7 日判決である。
（85）  この判断は、その後、上告審最高裁昭和 56 年 10 月 8 日第一小法廷判決
（訟月 28 巻 1 号 163 頁）においても維持されている。判例評釈として、篠原














じて返還する義務があるかどうかが重要となる（名古屋地裁平成 13 年 7 月
16 日判決・訟月 48 巻 9 号 2322 頁。判例評釈として、高橋靖「判批」ジュ
リ 1232 号 201 頁、岸田貞夫 = 森陰輝夫「判批」TKC 税研情報 12 巻 1 号 1
頁、加藤就一「判解」平成 14 年度主要民事判例解説〔判タ臨増 1125 号〕








ける収益とすべきであるとされた事例として、鳥取地裁平成 12 年 2 月 8 日
218
判決（税資 246 号 524 頁）及びその控訴審広島高裁松江支部平成 14 年 2 月
22 日判決（税資 252 号順号 9073）がある。同事件の判例評釈として、中野
百々造「判批」ジュリ 1234 号 136 頁、品川芳宣「判批」TKC 税研情報 11
巻 6 号 28 頁など参照。なお、上告審最高裁平成 14 年 9 月 10 日第三小法廷









（植松「判批」『租税判例百選〔第 3 版〕』93 頁）。
（90）  金子・前掲注（79）、327 頁。
（91）  前掲注（76）。判例評釈として、佐藤孝一「判批」税通 47 巻 7 号 233 頁な
ど参照。
（92）  清永・前掲注（76）、153 頁。
（93）  綿引万里子「判解」『最高裁判所判例解説〔民事編〕平成 5 年度（下）』
1011 頁、同・前掲注（76）、曹時 225 頁。
（94）  武田隆二教授は、会計上の実現主義を権利確定主義としている（武田『会
計学一般教程〔第 2 版〕』112 頁（中央経済社 1991））。ただし、清永敬次教
授は、このような会計学上の学説は例外に属するとされる（清永・前掲注
（76）、154 頁）。なお、京都地裁昭和 34 年 1 月 31 日判決（行裁例集 10 巻 1
号 90 頁）も参照。
（95）  谷口勢津夫『税法基本講義〔第 5 版〕』391 頁（弘文堂 2016）。同教授は、
「益金は、基本的には会計上の収益概念に基づき、外部から流入した経済的





















交えて―」 税務事例 47 巻 2 号 39 頁、 同 「収益 （所得） の実現は主要事実、 
収入すべき権利の確定は間接事実か？― 要件事実論から得られる示
唆―」中央大学大学院研究年報 45 号 21 頁も参照。
